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弊社はコンサルティング業務を行っていますが、国内に支店を有する外国法人に対して市

場調査等の役務提供を行いました。なお、契約書の締結や調査報告も直接、外国法人の本社

で行っていますが、この役務に係る報酬は消費税の課税対象となるのでしょうか？

解説

１． 非居住者に対する役務の提供

基本的に非居住者に対する役務の提供は、下記 3 項目以外の役務提供については免税とな

ります。

１）国内に所在する資産に係る運送又は保管

２）国内における飲食又は宿泊

３）1）または２）に準ずるもので、国内において直接便益を享受するもの

２． 外国法人の場合

外国法人は一般的には非居住者であることから、その外国法人に対する役務の提供に係る

消費税は輸出免税となります。ただし、その外国法人が日本に支店や営業所等（以下、国

内支店等）を有する場合は、その役務の提供は居住者である国内支店等を経由して行った

ものとして、消費税の課税取引となります。

３． 本社との直接取引の場合

ただし、次の要件のいずれをも満たす場合には輸出免税の対象となります。

１）その役務提供自体が国外の外国法人との直接取引であり、国内支店等がその役務提供

に直接的にも間接的にも関わっていないこと。

２）役務提供をうける非居住者の国内支店等の業務は、その役務の提供に係る業務と同種、

あるいは関連する業務でないこと

要するに…

Ｑ
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日本に支店等を有する外国法人への役務提供に係る消費税

非居住者等に対する役務の提供に係る消費税は免税ですが、国内に支店等がある場合は課税

となります。ただし、外国法人との直接取引で、国内の支店等が契約の締結、事務の取次ぎ

又は代金の支払い等一切の事務をしていないなど一定の条件を満たせば免税となります。

本件の市場調査は、外国法人が日本に支店等の拠点があるものの、外国法人本社との直

接取引であることから、非居住者に対する役務の提供として、輸出免税の対象となります。


